
(2017年度修士論文〉

ノミートナーシップの進化プロセス
一一祇園祭ごみゼロ大作戦を事例に一一

H 次

I 本研究の枠組み

日 既往研究の整理と本研究の位置づけ

皿 祇園祭ごみゼロ大作戦とは

W 紙岡祭ごみゼロ大作戦における連携の形成過程

V 紙i樹祭ごみゼロ大作戦におけるパートナーシップの

進化プロセスの分析

羽 まとめと今後の展望

I 本研究の枠組み

1.研究の背景と目的

特定非営利活動促進法(通称、 NPO法)が1998年

に施行された後、 NPO法人の数は飛躍的に地加し、

現在5万法人を超える 1)0 NPOへの認知は少しずつ

広がり、公益の担い手として期待されるようになって

きた。しかし、認知されつつあるとはいえ、いまだ十

分とは言いにくい社会全体としての NPOへの理解度、

また NPO自身の資源の不十分さなどから、 NPOだ

けで取り組むことの難しさや限界を指摘せざるを得な

し、。

行政においては、行政改革の流れを背景のーっとし

て、 NPOとの協働といった手法が用いられるように

なってきた。しかし、社会課題が多様化、複雑化する

今日の社会において、 NPO、行政、企業といった単

独のセクターではもちろん、同一セクター1111の協働で

も、異なる2つのセクター聞の協働でも、その解決が

難しいことが指摘されるようになってきた(谷本

2∞3、小島・平本 2011)。そして、白石 (2017a)は、
協働について、とくに NPOと行政の「個別事業にお

ける官民の二者間のパートナーシップJである傾向が
強いとし、地域の政策をよりよく変えるためには、多

者間のパートナーシップへと進化することが必要だと

する。

また、 NPOの活動の現場では..collective impact" 

と言われる概念が登場し、アメリカを中心に事例を増

やしつつある。、ollectiveimpact とは、「異なるセ

クターにおける様々な主体(行政、企業、 NPO、財

団など)が、共通のゴールを掲げ、お互いの強みを出

し合いながら社会課題の解決を目指すアプローチ」

(長浜 2017)とされる。

内田香奈

このように、社会課題解決のために異なるセクター

から複数の主体が述携した取組みの必要性が指摘され

るようになってきた。本研究では、 NPOが主導して

社会課題を解決しようとする取組みを事例として、異

なるセクターの多様な主体との述携がどのように発生

し、どのような変化と効果をもたらすのか、パート

ナーシップの進化プロセスを示そうとするものである。

2.対象事例の選定理由

本稿でとりあげる事例「祇園祭ごみゼロ大作戦」

(以下、大作戦とする)は、日本三大祭の一つである

紙|事|祭において排出される60トンものごみをゼロにす

ることをめざして2014年にスター卜した2)。大作戦は、

行政、 NPO、企業など、異なるセクターから複数の

主体が述携して実現したプロジェクトである。 NPO

による課題の認識から実現までに14年を経ており、そ

の問に、パートナーシップ型組織でのインキュベート

!町、 NPOと行政とのこ者間のパートナーシップ期を

経て、 NPO・行政・企業の各セクターから複数の主

体が関わるプロジェクトへと移行してきたものである。

大作戦は、行政とは述携しながらも、課題解決の

ゴールを行政施策になることにおかず、民聞からの支

援により、課題を解決するというビジョンを持ってい

るo NPOによる課題解決の形は、いくつかある。

NPO 単体で取り組むもの、 NPO同士の述携によるも

の、企業との述携によるもの、行政との述携により、

あるいは行政施策となることで解決の道をめざすもの、

などである。それに加えて、社会謀題解決に向けて従

来の協働の考え方にとらわれない述携による解決方法

が求められ、試みられている。その中、大作戦のよう

なビジョンによる取組みが、どのように形成され、実

施されるのかを明らかにすることは、 NPOによる取

組みが、課題解決にむけてとりうる選択肢を提示する

ことになると考え、事例とするものである。

3.研究の方法

筆者は、大作戦が実施された2014年から連携して事

業にあたってきた NPO法人きょうと NPOセンター

に所属し、毎年のべ2000人を超えるボランテイア・ス
タッフのコーデイネートを担うなど、事業の中核的機

能を担うメンバーとして関わってきた。
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表1 インタビュー実施概要

セクター
団体名 概 要 インタビュー実施日

(食は、実行委員会構成団体) および対応者

京都市の廃棄物処理事業者による組合。各種資源で活動 2017年11月27日

京都環境事業協同組合(*) を支える。ごみ減量活動に、廃棄物処理業者の参加はめ 組合員T氏

企業 ずらしい。

日新電機株式会社
協賛および社員のボランティア参加。主要スポンサーの 2017年10月26日

一つ。 総務部K氏

京都市担当課。イベントごみ減量施策実施において、大 2017年10月5日

京都市環境政策局循環型社会推 作戦実施前から NPOと連携。 課長補佐O氏

進部ごみ減量推進課(女) 2017年12月6日
行政

課長Y氏、課長補佐O氏

下京警察署
2017年、従来からの祇園祭での警備の範囲を超える形で、 2017年11月15日

活動の安全確保や広報面で連携。 地域課長M氏

NPO法人 大作戦を提案し、主導してきた団体。リユース食器導入 2017年8月24日および12

地域環境デザイン研究所 事業の構築から大作戦実施まで、継続的に関与している。 月11日

ecotone (女) 代表理事O氏

美しい紙閤祭をつくる会(女)
2006年から紙閥祭でごみ拾い活動を展開。その経験と資 2017年9月26日

源を大作戦に継承。大作戦の体制構築に大きく関与。 代表M氏
NPO 
京のアジェンダ21フォーラム 大作戦でも用いたイベントでのリユース食器導入の事業 2017年9月25日

(女) をインキュベートした。 事務局長I氏

NPO法人
大作戦初期から、中核的に関わり、体制の基礎構築に関 2017年12月7日

きょうと NPOセンター(女)
与する。 大作戦開始当時の事務局

長N氏

公益財団法人山鉾連合会
祇園祭を実施する地域の連合体。ごみ問題に長く悩んで 2017年11月22日

きた。 事務局長Y氏
地域

山鉾町の一つ
2017年に大作戦に対して町内へのエコステーションの設 2017年10月19日

置依頼と場所提供を行った。 H氏

授業の一環に位世付けて学生のボランテイア参加を促す。 2017年10月16日

大谷大学 例年100人以上の参加がある。 文学部准教授A氏

大学 地域連携室M氏

同志社大学学生支援機構ポラン 学生の社会参加促進のため、支援室として学内でも積極 2017年11月25日

ティア支援室 的に広報、募集を行う。 スタッフS氏

筆者作成

本稿においては、事業を通じて実施した参与観察と、

本事業に関与している人物、各機関や団体、事業者へ

のインタビュー調査、および各種資料の収集・分析を

通じて考察を行う。インタビューはそれぞれ50分-90

分で行った。概要を表1にまとめる。

中 (2002)は、 NPOが財やサービスを提供しでも、

その受益者から直接対価を得にくい場合、そのコスト

を受益者以外から回収する必要があることをあげ、資

金提供者としての行政への期待があるとする。

こうした行政側、 NPO側のそれぞれの事情を背景

として取り上げられてきた協働には、いくつかのデメ

リットも指摘される。行政の財政難の一方、 NPOが

資金提供者としての行政に過度に依存してしまい、行

政が安い金額を提示しでも NPOがそれを受け入れて

しまうために起こる「安使いJはそのーっとされる。
また、 NPOが行政からの委託事業を行うにあたり、

団体内のリソースが消耗・疲弊することへの危倶が指

摘されている(後 2009)。

E 既往研究の整理と本研究の位置づけ

1.協働やパートナーシップに関する既往研究

1990年代前後から活発になっている協働、パート

ナーシップに関する研究においては、 NPO一行政聞

の関係性に関する研究の蓄積が多い。それらにおいて、

協働が必要となった背景として、地方分権化や財政難

によるコスト削減を含む行政改革を背景とする指摘が

見られる(田中 2∞2、世古 2009、原因 2010)。
NPO側が協働を必要とする理由のひとつとして、回

一方、協働のメリットとしては、行政の政策形成能

力の限界が NPOによってカバーされ、 NPOは社会

的な信用が増すこと、活動に必要な資金の確保につな
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表2 自治体のガイドライン等における「協働の原則jの例

横浜市 高岡市 三鷹市 広品市

し対等性の原則 1.共有の原則 1. 目標一致の原則 1.自主性・，q発性の尊重
2. 自主性尊重の原則 2.対等の原則 2.相Jl:JlR解の原則 2.対等

3. 自立化の原fllJ 3.相互理解の原則 3. ，~，J:性~与吊:の原則 3.相互理解

4.相互理解の原則 4.公開の原則 4.対等の原則 4. 目的共有

5. 目的共有の原則 5.相互ドl立の原則 5.情報公開

6.公開の原則 6.情報公開の原則 6.時限性

7.検証・評価の原則

「横浜市における市民との 「市民と行政の協働のルー 市職民向け「協働推進ハン 「市民と行政の協働に関す

協働に関する基本方針」 ルJ2006 ドブックJ2006 る職員用てびきJ2006 
1999 

筆者作成

図1 パートナーシップの類型

行政'11心のガパナンス

( 1 )自発的で行政中心のパートナー (2 )契約的で行政中心のパートナー

シップ シップ

(4 )多様な主体が自発的に活動に取 ( 3)政府・行政も含めた様々な市民

り組みつつ、そこに社会的成果 や市民組織が関わって共通の目
社会責務 市場契約的

が達成されるような柔らかな 楳を速成しようとする契約的な

パートナーシップ パートナーシップ

多元的な主体の共存状態

新川 (2∞2) をもとに筆者作成

がるメリットが挙げられている(木原 2003)。

NPOと行政の協働関係についてインパクトを与え

たのは、 1999年、横浜市が発表した「横浜市における

市民活動との協働に関する基本指針Jである。ここで
は、協働が「公共的サービスを担う異なる主体が、地

域課題や社会的な課題を解決するために、相乗効果を

あげながら、あらたな仕組みゃ事業を創出したり、取

り組むことJと定義されている。「横浜コード」とし
て広まったこの考え方は、他自治体にも広がると同時

に、 NPOにおいてもパートナーシップに関するセミ

ナーなどで広く伝えられてきた3)。多くの自治体にお

いても、協働に関するガイドラインや条例などでその

定義や原則の提示が行われた。表2はその一例である。

つまり、「目的を共有し、互いを理解しあって尊重し、

それぞれの自主性を損なわず、対等な立場で取りキnむ
こと」とされている。しかし、こうした原則論のみに

もとづくと、一種の閉塞感をともなう。それは、こう

した定義の規範的性質が強すぎることに由来している。

金谷 (2011)は、規範的理念の重要性は抑えた上で、

それらが協働の現場における日常的な行動基地になり

にくいことを「協働の非日常化jと表現し、「協働が

足踏み状態にあるJ理由のーっとする。後 (2009) も、
理念的協働論の弊害がメリットを超える段階にきてい

るとする。

こうした協働の閉塞感を超える視点として、新111

(2002)は、ガパナンス論の視点から行政によるガパ

ナンスの程度とパートナーシップを契約的に考えるか

否かという 2軸を月1いて、協働を4つに類型している

(I~ll)o (1)は、政府・行政の政策決定に関わる市

民参加を例に、市民の自発性が行政に対して一定の影

響力があることが特徴としてあげられる。(2 )は、

NPOなどが委託契約により政府・行政活動の補完を

する場合が想定され、 NPOは政府・行政の延長線上

に位置づけられるとする。(3 )は、多数の市民や

NPOなどのイニシアチプにより、目的を共有する多

主体によって合意された行動計画に基づく活動が行わ

れ、その際の行政の役割は多様になるという。(4 ) 

では、市民・ NPO、行政は相互に擬似市場的な協調

的競争関係にあるとされ、(4 )のパートナーシップ

が、地球環境問題や地域福祉において、展望されてい

る形だとする。

また、白石 (20l7a)は、図2に示す形でパートナー

シップには3つの機能があるとし、これまでのパート

ナーシップは、 lの行政改革の機能を強調したもので

あるとする口そして、行政改革の機能に特化すること

なく、政策改革、住民自治改革の機能を含むアプロー

チとするならば、図3のようなパートナーシップの進

化のプロセスが始まるとする。

そして、日本のパートナーシップが、官民の二者間

のパートナーシップによる個別事業ベースのパート

ナーシップにとどまっている現状を指摘し、個別事業

ベースの二者間のパートナーシップを越えた事例研究

の必要性を説いている(白石 2017b)。

NPOと行政の2セクターによらない協働に関する
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図2 パートナーシップの3つの機能

1.地域の治め方をより良く変える

図3 パートナーシップの進化プロセス

個別事業ベースの二者間のパートナーシップ

(行政改革) 個別事・柴に行政(特定部端・)と民間(個別の企業やNPO)が取り組む

品
2.地域の政策をより良く変える 事業(プロジェクト)ベースの多者間のパートナーシップ

(政策改革) 行政横断的な事業に行政(行政各部門)と多様な民間が取り組む

4Z 
課題(プログラム)ベースの多者間のパートナーシップ

3.地域の民主主義をよりよく変える
(住民自治改革)

課題解決プログラムに行政(横断的)と多様な民間が取り組む

出典:白石 (2017a)より
出典:白石 (201ia)より

研究の必要性は、若林 (2009)によっても指摘されて

いる D そして、 NPO・行政・企業の 3セクターに関

する研究では、小島・平本 (2011)が、これら3セク

ターによる協働を「戦略的協働Jと名付けて行なった
研究がある。小島らは、それまでの協働に関する研究

では、協働が「なぜJそして「どのようにl形成・実
現・展開されるのかについて適切に説明されていない

とし、独自の「協働の窓Jモデルを用いて、協働プロ
ジェクトが開始される前の関係者たちによる「萌芽

期Jを含めて、中長期的な時間の経過のなかで7つの
事例について事業の成り立ちやその協働関係の変化を

拠えている。

2.本稿におけるパートナーシップ

ここまで、協働とパートナーシップの用語について、

既往研究として用いた文献の記述に寄りながら、 2つ

を併用してきた。協働やパートナーシップについては、

多様な論者によって定義がなされているが、明確に統

ーされた定義は存在していない。協働はパートナー

シップの翻訳語として、自治基本条例などの自治体政

策としての広がりのなかで定着してきたとする白石

(20l7b)の指摘もあるが、これまでの多数の研究の

なかで、協働という言葉が、主として NPOと行政の

関係性を表す際に用いられる傾向が見られることから、

本稿では、行政と NPOだけではない関係性を扱う上

で、これまでの「協働Jという言葉から感じとってし
まう「行政と NPOのJという関係性の概念にとらわ
れないため、以降では、パートナーシップの表現で統

ーする。

以下では、ローカル・ガパナンス、あるいは NPO・

行政・企業の3セクターによる連携を意識していると

みられるパートナーシップの定義を概観する。

「ある程度中長期にわたって共に働くことを目的と

し、共同の意思決定を伴うこと、単一組織では達成で

きない付加価値の確保を内容とするJ(金川20084))
「異種・異質の組織が、共通の社会的な目的を果た

すために、それぞれのリソース(資源や特性)を持ち

寄り、対等の立場で協力して共に働くことJ(日本

NPOセンター5)) 

fNPO、政府、企業という 3つの異なるセクターに

属する参加者が、単一のもしくは2つのセクターの参

加者だけでは生み出すことが不可能な新しい概念や方

法を生成・実行することで、多元的な社会的価値を創

造するプロセスJ(小島・平本 20116))

以上から、本稿では、パートナーシップを以下のよう

に定義する。

「社会的課題の解決という共通の目的のもと、複数

のセクターの多様な担い手が述携し、互いの資源を活

用し合うことで、単一の組織やセクターだけでは実現

し得ない多元的な社会的価値を創造するアプローチJ

本章では、パートナーシップが必要となってきた背

景と、パートナーシップが規範的に扱われがちで、そ

の弊害がでていること、そして、それらを超えるもの

としてローカル・ガパナンスの視点からパートナー

シップを捉えた研究を概観した。行政と NPOの二者

間のパートナーシップの枠組みを超えた事例研究の必

要性を提示し、パートナーシップの定義を行った。

E 祇園祭ごみゼロ大作戦とは

1.概要

祇園祭は、大阪天神祭、東京神田祭と並ぶ日本3大

祭のーっとして、全国的にも有名である。八坂神社の

祭として毎年7月の 1ヶ月間にわたり、様々な行事が

行われる。祭のハイライトとされる山鉾巡行とその宵

山期間中には、園内外を問わず多くの観光客が訪れる。

宵山期間中は、絢湖豪華な山鉾と多くの露庖が立ち並

び、特ににぎわう。

こうしたにぎわいの一方で、露庖で販売された飲食

物の使用済み容器をはじめとするごみの増加、道路へ

の散乱などが長年問題となっていた。来場者数の増加

に伴ってごみも増加を続け、 2013年には宵山期間中の
3日間7)のごみの量は約60トンとなっていた8)。

「祇園祭ごみゼロ大作戦Jは、祇園祭の宵山期間中
に発生するごみの減量をめざして2014年から始まった
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写真 1 リユース食器 図4 リユース食器の仕組み

写真2 工コステーションの様子

取組みである。

大作戦では、排出されたごみの分別附収への協力を

呼びかけるとともに、「リユース食器J(写真 1)と呼
ばれる、洗浄して何度でも繰り返し使用できる容器を

導入したところに特徴がある。通常、露1，¥fで、は飲食の
提供に使い捨て容器が用いられるが、これがごみ増加l

の大きな原因と考えられていたため、ごみの発生抑制

の観点から、使い捨て容認の一部をリユース食器に置

き換えたものであるo 蕗胞の協力を得て、およそ21万

食相当分をこのリユース食協で提供してもらい、ごみ

削減を図っている。

そして、宵山行事の中心となる約 lkm四方のエリ

ア(以下、山鉾町界限と表現する)に「エコステー

ションJと呼ばれる、リユース食器とごみの回収拠点
を約50箇所設けている(写真2)9)。

このエコステーションを運営するのは、のべ2.200

人のボランティア・スタッフである。ボランテイア・

スタッフは、高校生から70歳代まで、また京都市内だ

けではなく、全国からも参加がある。個人参加、友人

や職場の仲間でのグループ参加をはじめとして、地域

貢献活動として 1社あたりl∞人を超える社員がボラン

テイアとして参加する企業が複数あるほか、大学の授

業の一環として、学生の社会参加の機会として、学内

で積極的な参加l呼び‘かけや募集が行われる大学もある円

写真.および|対!の提供:(一社)紙同l祭ごみゼロ大作戦

2.運営体制

大作戦は、表3に見るような3つのセクターにわた

る複数の機関・団体による実行委員会形式でスタート

したD また、実行委員会には加わらなかったものの、

運営上重要な役割を担う団体が複数ある。寄付募集で

は、コミュニティ財団である公訴財同法人京都地域創

表3 祇園祭ごみゼロ大作戦の実行体制 (2014)

・実行委貝会構成団体

(NPO) 

美しい紙同祭をつくる会

NPO il~人きょうと NPO センター

NPO 法人京都地球j晶l暖化防止府民会議

NPO 法人地域環境デザイン研究所 ccotonc

京のアジェンダ21フォーラム

(事業者)

京者1;環暁事業協同組合

五条蕗1m荷組合
(行政)

京都市

・協力

公益財閥法人京都地域創造基金

株式会社グリーンアップル

H¥典:~~~I事l祭ごみゼロ太作戦実行委H会 (2015) i祇園祭ごみゼ
ロ大作戦2014報作 II~Jより

筆者作成
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図5 祇園祭ごみゼ口大作戦の収支構造 (2017)

その他
4% 

出典:一般社団法人祇l刻祭ごみゼロ大作職 (2017)r紙聞祭ごみゼロ大作戦2017活動報告書jより?持者作成

造基金の協力を得ている。エコステーションの設置に

関するオペレーションには、エコイベントの企画運営

を業務とする株式会社グリーンアップルの協力があっ

た。実施を重ねるなかで、ボランテイア・リーダー10)

の研修・コーデイネートにおいては、公益財団法人京

都市ユースサービス協会、公益財団法人京都環境保全

活動推進協会などの協力もある。

なお、この実行委員会を母体として、 2017年6月末

に、一般社団法人紙園祭ごみゼロ大作戦が設立された。

3.財政

大作戦の収入は、 1400万円 (2017年実績)である

(図5参照)。全体の3割弱が京都市からの補助金で、

他は企業や個人などからの協賛金や寄付金である。大

作戦では、活動資金について、行政のみに依存するの

ではなく、民間の資金を活用するという方針をもって

おり、積極的に寄付や協賛をl呼びかけている。

支出は、 1500万円 (2017年実績)であり、収支は赤

字である。効果的な活動にするための、年間を通じた

事務局スタッフの配置にともなう人件費や、毎年の実

施で紛失するリユース食器の補充費用などを考えると、

総額2000万円程度が必要と見積もられている。現時点

での不足分は、関係団体の持ち出し等で捕われている

のが現状であり、活動継続のための支援拡大が課題と

なっている。

4.成果と課題

〈成果〉

実施初年度 (2014年)には、前年比で25%のごみ減

量を達成した。型年以降、天候やごみの内容の変化な

どによる変動はあるが、大作戦開始前 (2013年)比で

ごみの削減に成功している(図 6)。初年度には、大

作戦に関する周知が不十分だったことから、エコス

テーションの設営場所や設営そのものについて、地域

からのクレームもあった。しかし、ボランティア・ス

図6 祇園祭のごみ排出量の変化

印刷(kgr) 
[圃資源物 燃やすごみ|

50000 

4目別

3α削

2α削

問削

。
20日年 2014 :if~ 2017年

lJjj亀:(一社)紙間祭ごみゼロ大作戦 (2017)i抵園祭ごみゼロ大
作戦2017報告帯Jをもとに筆者作成

タッフが活動する姿と、その活路により路上に放置さ

れるごみが減るなど、目に見える効果が出てきたこと

などから、 2年目以降は、地域住民からボランテイ

ア・スタッフに対して、ねぎらいやお礼の言葉がかけ

られるなど、山鉾町界隈の住民の理解も徐々に広がっ

てきているo 取組みが広く認知されるに従って、当初

の実行委員会構成悶体以外との述携、協力体制の拡大

も見られるようになった。

大作戦は、祇園祭のみならず他のイベントや祭礼へ

の普及や、日常生活におけるごみ減量意識の浸透も狙

いのーっとしている。その点においては、 2016年から

は大阪天神祭でも同様の取組みが始まっているほか、

ボランティア参加者が自身の居住地域のイベントでリ

ユース食器を導入したり、ボランテイアを経験した大

学生が大学祭にリユース食器を導入するなど、取組み

の広がりが見られる11)。また、全国の自治体や市民グ

ループからボランティア参加をかねた視察や事務局へ

の問い合わせも年々増加しており、全国的に関心が広

がっていることがうかがわれる12)。

〈課題〉

一つは、ごみにまつわる課題であるo ごみの発生源
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として大きな割合を占めると考えられていた露応から

のごみであるが、 2016年に行なった調査13)によると、

エコステーションに持ち込まれた食品容器ごみのうち、

露応商から排出されたのは全体の約4割で、 6割は露

JE商以外が発生源という結果がでた。飲料容器におい
ても、露庖では取り扱わない容器のごみが多数を，!iめ
ることが明らかとなっている。この調査結果からは、

露J苫商以外にも、山鉾町界限で日常的に営業している

コンビニエンスストアや各種チェーン胞をはじめとす

る地域の既存胞や、露庖商組合に所属せず山鉾町界|製

の私有地に出応する露応などからも、多量のごみが排

出されていると推定される。地域既存応や私有地に出

府する露庖へのごみ減量対策なしに、祇園祭全体のご

み削減は望めないことがわかってきており、今後、露

脂商以外への効果的な取組みを検討することが必要と

なっている。

また、財政的、体制的にも課題がある。前述の収支

構造からもわかるように、まだ十分な活動資金を得ら

れていなしE。効果的な活動展開のためには、年間を通

じた協賛企業への働きかけや寄付の呼びかけ、連携諸

団体との日常的なコミュニケーションなども重要とな

る。しかし、専従スタッフとしてそれら業務に携わる

スタッフの人件費をまかなうには、財源が不足してい

る。現在の運営体制は、事務局機能を担う幾つかの

NPOがスタッフとその人件費を持ち出さざるを仰ず、

各団体の負担が大きくなっている状況があるo

大作戦は、取組みにより成果も出始めている一方、

新たに見えてきた課題もある。それは、ごみの排出元

として露庖以外の要素も大きいということである。つ

まり、祇園祭のごみをゼロにするという目的達成に向

けては、まだ途上なのである。取組みが認知されたの

ち、課題解決にむけては継続的な活動が必要であり、

そのための支援が続かなければ、目的達成に至ること

は難しい。多くの NPO・市民活動間体が直面してい

るのと同様の課題が、大作戦にも見られる。

しかし、これら個々の課題については、紙而の制約

上、本稿では議論をしない。次章では、大作戦の特徴

である、 NPO主導で行政・企業とも連携した取組み

がどのように形成されたのかを、インタビューをもと

に記述する。

N 祇園祭ごみゼ口大作戦における

連携の形成過程

本章では、「紙陣l祭のごみjという課題の認識から、

2017年の大作戦実施に至るまでの期間を大きく 3つの

時期に分けて、各JUJ聞の主体問の関係性及びその変化

について記す。

1.萌芽期 1(2001年--2007年)

2.萌芽期2(2008年--2013:'.t:)

3.実践期 (2014年--2017年)

l.i珂芽期 1 (2001ir~--2007年)

大作戦の始まりは、 2001年に京のアジェンダ21

フォーラム(以下、フォーラム)のワーキンググルー

プ(以下、 WG)のーっとして、「えこまつり WGJ
が設問されたことに遡る。 WGは、事業の創1:1.¥や育
成といったインキュベートや政策提言を目的として設

置されるものであった).1)。

フォーラムがWG設置のためのテーマ募集を行っ
た際、当時から紙同祭におけるごみ問題に関心を寄せ

ていた環境活動団体(のちの NPO法人地域環境デザ

イン研究所 ecotone.以下、エコトーン)が提案して、

設償されたものである。

WGとしても紙|剖祭のごみ削減を将来的にはめざ
したいとしながらも、紙岡祭の規模の大きさからすぐ

に着手することが難しかった。しかし、京都には大小

椋々なお祭やイベントがあることから、 WGとして
は、比較的規模の小さい祭やイベントを対象にしたご

み減量の取組みから着手することとなった。ごみ減最

の観点から、リサイクルではなく、リテrユース、リ

ユースに重点をi置いた仕組みづくりが検討された。

2001年から2002年にかけては、民間助成金を獲得し

て、海外のイベントでのごみの現状視察や京都のお祭

やイベントの類型化なとeの基礎調査を行った15)。当時

は、社会全体の環境意識が高まりつつあった時期で、

海外の取組み事例の紹介も多くあり、それらからリ

ユース食器のアイデアが導き出された。

2003it~から2004年には、環境省の「循環型社会形成

実証事業」を受託して、リユース食器の試作品を作成

し、いくつかの導入実験を行っている。 2003年の市内

私立保育園の夏祭へは、保育園の閑舎へのソーラーパ

ネル設置をコーデイネートした環境 NPOの紹介で導

入し、リユース食部への反応や使われ方を調査してい

る。また、同年7月の紙間祭では、 111鉾巡行時の給水

にリユースカップ1500倒を試験的に導入した。ここで

は、当時のフォーラム職員が、山鉾巡行の曳き手ボラ

ンティアをコーデイネートする団体と繋いで実現して

いる。行政主催イベントでは、やはり同年、左京区主

催のふれあい祭での導入が最初だった。当時、 WG
には京都市から地球温暖化対策室の職貝も必ず参加し

ており 16)、その職員が区役所との窓、口を作って実現し

たものである。 2005:'.1三には京エコロジーセンターと連

携し、リユース食器の無料貸出実施による地域への普

及をはかった。いくつかの導入実験を重ね、リユース

食器を使用したイベントごみの減量をはかる事業は、

NPO 法人化したエコトーンにより、 2005年度に「環

境対策支援使J17lとして事業化された。

フォーラムでは、 2005{fから全国の自治体のエコイ

ベント認証ガイドラインに関する調査18)を行なって独
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自のガイドライン素案を作成し、京都市にガイドライ

ン策定を提案する。提案先は、ローカルアジェンダ21

の推進をフォーラムに委託していた環境政策局地球温

暖化対策室であった。 WGとしては、エコイベント

ガイドラインには、ごみ減量の他、使用する備品やエ

ネルギ一、会場への交通手段なども交えた内容で検討

しており、地球温暖化対策としての位置づけを見込ん

でいたc しかし、ごみ減量による二酸化炭素削減効果

の算出がしにくいことや、リユース食器がごみ減量の

取組みとしてフォーカスされやすい事から、温暖化対

策室での位置付けが難しいとされ、ごみ減量の担当部

署へのアプローチを勧められたという 19)0 2007年度は

フォーラムにおいて、地球温暖化防止により直接的な

活動に重点をおくという方針のもと事業再編が行われ

たこともあり、 WGは解散した。

2.萌芽期2(2008年-2013年)

WGで行なっていたガイドライン策定の動きは、

実質的にはエコトーンに引き継がれ、エコトーンによ

る調査も加えて、 2008年ごろ環境政策局循環型社会推

進部ごみ減量推進課(現謀名。以下、ごみ減量推進

課)に対して提案された。エコトーンとごみ減量推進

謀とでl年近い協議を重ねた結果、 2010年10月に「京

都市エコイベント要綱Jが制定され、「京都市認定エ
コイベント登録制度20)Jもスタートする。 2011年4月
には、「リユース食器利用促進助成制度21)Jが実施さ
れ、地域や団体などが主催するお祭やイベントでのリ

ユース食器使用の一部が、行政からの助成金でサポー

トされるようになった。

エコトーンと京都市は、リユース食器の認知度をさ

らに高めるために、より多くの人が訪れる場での PR

が必要と考え、 2011年-20日年の祇園祭で、リユース

食器を使うモデル底舗として「エコ屋台Jを実施した。

3.実践期 (2014年-2017年)

紙閤祭のごみ削減を見据えて、イベントでのリユー

ス食器導入とその普及につとめてきたものの、祇園祭

へのアプローチの手がかりは長く掴めないでいた。

2013年のある人物との出会いによって「紙園祭ごみゼ

ロ大作戦Jが実現へと動き出し、実行を重ねていく時
期を実践期とする。

本節では、大作戦の初期に実行委員会を形成した組

織、および中核的な役割を担った組織を中心に、組織

概要と大作戦への参加の背景、大作戦で担う役割とそ

の変化について記述する。

( 1 )実行委員会構成団体の参加の背景と役割

{企業】

① 京都環境事業協同組合

〈組織概要と参加の背景〉

京都環境事業協同組合(以下、協同組合)は、京都

市の廃棄物処理事業者の許可を受けた76社 (2017年3

月末現在)による組合である。循環型社会形成を背景

に自治体のごみ減量施策が進む中で、廃棄物処理事業

者としてその変化への対応を迫られていた。

2013年の祇園祭で実施されたエコ屋台に、当時、協

同組合員であったT氏と理事長S氏が訪れる。 T氏と

S氏は、今後のごみ減量の流れのなかで廃棄物事業者

としてのあり方を考える参考のーっとして、このエコ

屋台を訪れたという。 T氏とエコトーンO氏は以前か

らの知り合いであり、 T氏が二人を引き合わせている。

露庖商の屋台へリユース食器を導入する構想にS氏が

共感し、露庖商への働きかけに協力を得られることに

なった口

なお、 S氏とT氏は、このエコ屋台訪問の際、山鉾

町界隈にダンボール製のごみ箱がおいであることに目

を止めるa事業系ごみも分別・減量化へ向かう流れの

なかで、「違和感を感じた」という22)。この違和感は、

のちに京都市に対する「リユースごみ箱」の提案と実

現につながる。

〈役割と変化〉

協同組合は、実行委員会を構成する団体の一つであ

り、活動の方向づけや意思決定を共に行っている。そ

のほか、人・資金・広報・場所等の提供においても役

割を担う。宵山行事当日のリユース食器の運搬や露庖

への配布には、組合加盟事業者から参加の社員が一般

ボランテイアをリードしながら取り組んでいる。また、

祇園祭前には、各事業者が日常のごみ回収の際、パッ

カー車に取組みを知らせる旗をつけて走行し、大作戦

の周知を行う。財政的にも協同組合加盟各社からの寄

付で取組みを支えるほか、およそ21万食分の食器の保

管場所として協同組合の倉庫が提供されている。

廃棄物処理事業者が、大作戦のようなごみ減量の活

動に参加することは、全国的に極めてめずらしい23)。

大作戦の概要や連携の経緯などについて、他都市の同

様の組合からも事例紹介を求められることが増えてい

るとのことである。また、大作戦参加により、協同組

合は自組合の地位向上や京都市との信頼関係の向上が

得られているとする。

実施主体が実行委員会から一般社団法人に組織変更

を行なった際、協同組合からも理事を派遣し、また組

合加盟企業からも 1社が理事として就任している。

② 五条露庖商組合

〈団体概要と参加の背景〉

五条露庖商組合(以下、露庖商組合)は、祇園祭に

lli庖する露府商を束ねる組合であるo 1990年ごろ367

府wだった祇図祭の露庖は年々増加し、 2010年ごろに
は1200応を超えていたという 25)。細い街路にも両側か
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ら露応が立ち並び、通行への支障など危険度が高まっ

ていたことから、山鉾連合会(後述)と警察により、

出庖できない場所が指定されるなど、出府可能数が減

少する方向にあった。また、 2014年の祇園祭の後祭復

活お)に伴い、露応が出庖できる日数が、従来の 3日聞

から 2日間になるなど、実質的な出庖制限が重なって

いた。さらには、 2013年に福知山市で起きた花火大会

での露庖爆発事故を受けて、露出商への社会からの風

当たりが強くなるなど、露目;商の問に自らの社会的な

立ち位置についての危機感が広がっていた。こうした

背妓のもと、社会的取組みとして連携することが決め

られた2il。

〈役割と変化〉

祭の一つの象徴でもある露応にリユース食器を導入

できることは、ごみの発生抑制の観点からも、またア

ピールの面からも重要だ、った。食器の使い手となる露

脂商組合との述携により、大作戦の実行が現実のもの

となった。

露庖商組合は、実行委員会の構成団体として速営方

針等を共有しながら、使用するリユース食務の形状な

どについても現場の使用感を踏まえたアドバイスをし

ている。露!古商組合を通じて、露出およそ600脂のう

ち、飲食物を提供する露庖およそ300脂に対し、リ

ユース食器使用への協力要請が行われている加。食器

は、祭当日に大作戦事務局から各露庖へ配送される。

露JtI各屈は、 i荷品提供にリユース食器を使用し、エコ
ステーションへの返却を促す声かけなども行なう。リ

ユース食器の数に限りがあるため、各応の割り当て枚

数を使い切ったあとは、従来の使い捨て容器に切り替

えられる。

一般社団法人化の際、露山商組合は法人の役員には

ならなかったものの、事業実施上の連携団体として引

続き協力関係にある。

{行政]

① 京都市

〈組織概要と参加の背景〉

京都市担当課は、環境政策局循環型社会推進部ごみ

減量推進謀である。従来から、エコトーンとの協働関

係を築いてきた課でもある。

京都市ではイベントごみの減量を施策として位置付

けながらも、裾野拡大の難しさがあった。京都市O氏

は、「お客さんたちが楽しみに来ているイベントやお

祭で、ただ fごみを減らそうjというだけではもう無

理で、エンターテイメント性のような要素が必要に

なってきていたのだと思うjと分析する。加えて、大

作戦がそのエンターテイメント性を持ち、「みんなが

(ごみ減量を)やっている」という雰囲気を作り出し

たことは広報効果として大きく、取組みの成果の一つ

だと指摘する。これらは、行政ではできなかったこと

であるとし、民間からの動きに対して行政は、サポー

トや資源のマッチングなどで活動がうまくいく環境づ

くりが役割だと考えているという。

〈役割と変化〉

大作戦で行政が担う役割の一つに、資金的サポート

がある。しかし、補助金の交付は、大作戦の2年目か

ら行われている。初年度については、大作戦の実施決

定が2014年3月であり、行政の新年度予算の措置には

難しいタイミングで、あったことから、交付は行われて

いない29)。補助金は、 2015年から毎年400万円が交付

されている30)。これは、 l恒!の運営費のおよそ3分の

l 相当の金額となる。

大作戦において、行政の関与-は資金而だけではない。

また、関係部署もごみ減量推進課1謀にとどまらない。

関わり方の濃淡はあるが、表 4の通り、 8局12謀

(室)による述携が見られる。

まず、担当課であるごみ減量推進謀は、補助金交付

のほか、京都市役所内外の関係各所へのつなぎや連絡

調整、市役所職員へのボランテイア参加の呼びかけと

取りまとめを行なっている。

地域自治謀長進室や地球温暖化対策室のように、実行

委員構成団体がそれぞれに従米から連携があった部署

をのぞいては、ごみ減量推進課が直接各部署との交渉

を行う場合もあれば、交渉までは行わなくても紹介な

どで大作戦事務局がアプローチしやすい環境をつくっ

ている。加えて、エコトーンO氏は、どこに何を依頼

したいかを明確にして、具体的な説明や交渉は大作戦

事務局が行うようにしていたという。これは、それま

でに NPOとして行政との述携を重ねるなかで、身に

つけて来たスキルだとしている。京都市O氏は、「大

作戦がニュースなどでもとりあげられて広く知られる

ようになり、市役所のなかでも fいいものjとして認

識されてきたことは、連携にも役立つているのではな

いかJとし、民間主導の事業にこれだけ多数の部局が
関わる例は前例がないとする。

広報・啓発而では、市バスや市営地下鉄あるいは京

都市内の市政掲示板への啓発ポスター掲出など、行政

内の既存の仕組みにのせて手続きを行なったものもあ

る。例年、 111鉾の場所を示す地図が配布されるが、

2017年はその地図にエコステーションの配置マップを

掲載することや、別の広報媒体への広告スペースの確

保など、観光 MICE推進室からの提案によって実現

している。また、観光 MICE推進室が京都市内のコ

ンビニエンスストアに日常的に依頼している「まちか

ど観光案内所Jの機能を活用して、事前の広報ポス
ター掲出の協力も得ている。この他に、建設局や交通

局のように、大作戦の活動拠点として一般開放されて

いない市施設の臨時使用を許可したり、あるいは、地
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表4 大作戦に連携した京都市の部局一覧

局 室・諜 役割 協力年

循環型社会推進部 事業担当課。補助金交付、リユースごみ箱の貸出、庁内関係部局 2014年~

ごみ減量推進課 との連絡調整窓口、町内会等との調整協力。 2017年

環境政策局
循環型社会推進部

ごみ拾い用トング、拾い歩き用ごみ袋の貸出
2014年~

まち美化推進課 2017{f~ 

地球温暖化対策室 京のアジェンダ21フォーラムとの事業連携。
2014年~

2017年

総合企画局 市長公室広報担当 市政掲示板への大作戦実施の啓発ポスターの掲示。
20日年~

2017年

文化芸術都市推進室
文化財としての山鉾・紙間祭の保護等の観点から、 111鉾述合会と 2014年~

の関係が深い。実施に伴う連合会との関係づくりに協力。実行委 201711~ 
文化財保護課

員会オブザーパー。
文化市民局

地域自治推進室
KNCが指定管理者として運営する京都市市民活動総合センター

市民活動支援担当
の所管説。大作戦におけるボランテイア・コーデイネートを市民 2017年

活動総合センターの業務範囲内に位置付けることに合意。

祇間祭山鉾マップにエコステーション配置閣の掲載、広報誌への 2014年~
産業観光局 観光 MICE推進室 広告枠の提供、市内まちかど観光案内所への啓発ポスターの掲示 2017年

調整など。実行委貝会オブザーパー。

都市計画局 歩くまち京都推進室 ボランテイアTシャツへの協賛。 201511: 

祭実施エリア内にあり、普段は関係者!日通路としてのみ使用され 2016年~
建設局 ている地下通路を、ボランテイア・スタッフの休憩所として利用 2017年

許可。

企岡総務部財務課
使用停止となっていた市営パス操車場を大作戦の活動拠点として 2014年~

交通局
使用許可。 20日年

営業推進室 地下鉄・市バスへの広告掲出。
20日年~
2017年

上下水道局 総務部総務課 ボランティア・スタッフ用飲料水の提供。 20151f~ 

筆者作成

域自治推進室のように、あらたに検討した結果、協力

を得られるようになった部署もある(きょうと NPO

センターの項で詳述)。

けでなく、各区区役所、市会事務局ほか、部局横断的

に有志職員の参加があり、その人数は例年のべ100人

-150人となる。この時彼らは、業務時間外に市民と

して参加をしている。京都市O氏によれば、民間主導

の取組みに対し、京都市役所内で全部局にボランテイ

ア募集の案内を行うこと自体が極めて異例のことだと

いう32)。

山鉾連合会や各山鉾町など地域との関係においては、

はじめて関わりを持とうとする NPOが単独で信頼を

得ることは難しい。しかし、述合会と日常的に連携を

もっ文化財保護課を介してコンタクトをとり、交渉や

依頼の場には大作戦事務局とごみ減量推進課が一緒に

望むなど、行政が持つ信用を借りる形で、地域との関

係づくりが始まった。

地域との関係づくりとして、またごみ減量推進課の

本来的な役割として行われているのは、山鉾町界隈で

営業しているコンビニエンスストアに対して、ポス

ター掲示やレジ袋の使用削減、お客さんへのエコス

テーションの案内などの協力依頼である。あわせて、

各庖でのごみ回収への協力依頼も行なっているが、営

業上の理由により協力を得られないケースもある:B)。

特筆すべきは、庁内での呼びかけにより、例年のベ

100人を超える職員がボランテイア・スタッフとして

活動に参加していることである。環境関連部局からだ

また、行政にしかない機能をもって役割を果たした

のが、 2015年10月の「しまつのこころ条例」却の施行

をうけての動きである D 条例の施行そのものは、大作

戦とは別の文脈で京都市が行なったものであるorし
まっのこころ条例Jにより、従来協力項目であった事
業系ごみの分別が、義務化された。祇園祭のごみは、

事業系ごみとして収集される。

紙闘祭では1990年から、民間企業主導による「紙園

祭クリーンキャンペーンJが行われていた。増え続け
る「祇園祭のごみJへの対応のーっとして始まったも
ので、金業からの協賛金の一部でダンボール製ごみ箱

を作成・設置してきた。しかし、ダンボール製ごみ箱

は、それ自体がごみになるうえに、分別義務化のあと
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は回収しにくいものになることが予想された。こうし

たことから、 2015年1月に開催された「紙凶祭ごみゼ

ロ大作戦2014活動報告シンポジウム」において、協同

組合理事長S氏が、ダンボール製ごみ箱を使わないこ

と、そしてリユースタイプのごみ箱作成の提案を行

なったところ、門川大作京都市長もパネリストとして

畳壇していたその場で、京都市によるリユースタイプ

のごみ箱が作られることになった3ヘこうした社会背

景を踏まえて、キャンベーン事務局に対して、その協

賛金の一部を大作戦への協賛・寄付として扱えないか

という提案と交渉において、ごみ減量推進課の果たし

た役割は大きかった。結果的に、 2016年以降、キャン

ペーンへの協賛金の一部を大作戦への協賛とする連携

が可能となった。

なお、リユースタイプのごみ箱は、祇園祭以外にも、

京都市内のさまざまなイベントに無料で貸出され、地

域のイベント等でのごみ減量にも役立つようになって

いる。

京都市は、実行委員会解散後は、一般社団法人紙園

祭ごみゼロ大作戦の顧問という立場になっているo

[NPO] 

①特定非営利活動法人地域環境デザイン研究所

ecotone 

〈組織概要と参加の背景〉

エコトーンについては、萌芽期のところでも記述し

たとおり、フォーラムの WGのメンバーとして、イ

ベントでのリユース食器導入システムの確立を中核的

に担ってきた団体である。 2005年に法人化し、京都市

内をはじめとして各地のイベントでごみ減量活動を実

践してきた。大作戦においても、ビジョンを提示しな

がら主導的な役割を果たしている。

協同組合、露府商組合との述携により、大作戦実施

の可能性が高まった際、エコトーン O氏は、「うち

(エコトーン)だけではできないと思ったJため、か
っ「環境分野に限らない、市民社会全体での取組みに

したいJというビジョンをもっていたことから、複数
のNPOにも協力を求めることになり、以下に記述す

る複数の NPOが連携することとなった。

② 美しい紙閑祭をつくる会

〈組織概要と参加の背景〉

美しい紙園祭をつくる会(以下、つくる会)は、

2006年から紙凶祭の宵山期間中に、ごみの拾い歩き活

動を展開してきた団体である。環境分野で活動してい

た任意団体が呼びかけたもので、祇閤祭に何かしら貢

献したいと思っていた企業や地域団体からボランテイ

アが集まり、活動を続けていた。

つくる会では取組み初年に、実験的に2筒所のブー

スを設置して、「京大ごみ部J35)との連携により、ごみ

の種類や量のHW定などの実態調査を行った。この調査

結栄が新聞に掲載されたことで活動が知られ、協力を

巾し出る団体が複数現れたとし寸。また、活動を重ね

る中で、ごみによる被害でとくに困っていたと思われ

る一部の山鉾町や企業などから活動拠点として場所の

提供を受けるようになる。活動結果の報告会なども開

催し、「紙l事l祭のごみjへの関心を広める取組みも行
なってきた36)。つくる会の活動には、エコトーンO氏

も当初から関心をもち、報告会への参加をはじめとし

て関係構築を行なっている。

初年、 70人で始まった活動は、年々ボランテイア・

スタッフが噌加し、 2013年には800人になっていた。

活動には、行政や民間の助成金を活用していたが、任

意団体で専従職員もいなかったつくる会にとっては、

財政的にもボランテイア・スタッフのマネジメント面

でも負担は大きくなっていたという。大作戦参加の背

民には、それまでの経験を生かすという要素のほか、

つくる会のこうした運営而での課題もあった。

〈役割と変化〉

つくる会は、それまでの活動で蓄積された拾い歩き

のノウハウや活動拠点の提供者との関係性、 20日年に

は800人となっていたボランティア・スタッフを大作

戦に継承しており、これらは大作戦の基盤を支えるも

のとなっている。つくる会代表のM氏は、「今まで以

上に効果的な取組みになっていくならば、自分たちが

予に入れている稲作授や資源を提供することは良いこと

だ」と考えたという。つくる会は、大作戦のボラン

テイア・スタッフとして、これまでの経験を生かしな

がら、ごみの拾い歩きを中心に参加を継続している。

大作戦への参加によって起きたつくる会の変化とし

てM氏は、「ごみゼロ大作戦に合流して、いろんなも

のを手放して軽くなった。それがこの連携によって自

分たちが得たもの。自分たちの団体にとってベストな

状態で活動できるようになった」と語っている。

一般社団法人の役員にはならなかったが、引き続き、

事業実施時の協力関係にある。

③ 京のアジェンダ21フォーラム

〈組織概要と参加の背民〉

京のアジ、エンダ21フォーラム(以下、フォーラム)

は、京都市におけるローカルアジェンダ21の推進団体

として設立されたパートナーシップ型組織である。環

境団体の活動支援およびそのための各種仲介を行うな

ど、中間支援機能を持つロ

萌芽期 lの項でも記述したとおり、大作戦につなが

る初期の活動は、フォーラムの WGとしてスタート

したプロジェクトである。 時を経て、 2014年にはエコ

トーンO氏は、フォーラムの幹事の一人でもあった。

O氏からの提案に対し、これまでの背景を踏まえ、ま
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た「環境分野の中間支援組織であるフォーラムとして

本来的な業務であるjとして、参加決定はスムーズで

あったという。

〈役割と変化〉

フォーラムは、会員となっている企業へは協賛や寄

付を呼びかけ、環境団体などに対しては、それぞれの

会員にボランテイア参加を呼びかける協力依頼を行っ

ているo また、既存のネットワークを通じて、取組み

への賛同の声を集めるなど、初めての取組みに社会か

らの注目と協力が集まるような環境整備に力を注いだ。

加えて、各種資源の調達をはじめ、当日のオペレー

ション構築も担うなど、中核的な役割を果たしている。

フォーラムからは、一般社団法人化の際、役員の一

人として参加を継続している。フォーラム事務局長 I

氏は大作戦の状況について、「体制的にも一応擁立し、

知名度もあがってきた。フォーラムとしては、プロ

ジェクト初動期の活動環境整備という役割は概ね終え

たように感じるJという。しかし、フォーラムは、地
球温暖化対策という観点から、ごみだけでなく祇園祭

全体の環境負荷低減というビジョンをもっており、今

後は、大作戦と述携しながらも、エコツーリズム等の

観点からの取組みを通じて、団体としてのミッション

実現も目指したいとする。

④特定非営利活動法人きょうと NPOセンター

〈組織概要と参加の背景〉

きょうと NPOセンター(以下、 KNC)は、社会課

題解決に取組む NPOへの各種資源のコーデイネート

や組織基盤強化のほか、政策提言等に取り組む中間支

援組織である。 2014年1月頃、エコトーンO氏から紙

園祭での取組み実現に向けて協力要請を受けている。

当時の KNC事務局長N氏は、「社会謀題解決のため

の新しいチャレンジを応援し、実現にむけたリスクを

ともに背負っていくことは、中間支援組織の役割の一

つJであること、また資金調達の而で公益財団法人京
都地域創造基金(後述)へのコーデイネートの必要性

があったことを挙げている。

〈役割と変化〉

KNCは、初年-3年目にかけては大作戦の事務局

機能を担い、エコトーンとともに事業全体をコーデイ

ネートし、事業の基礎固めを行なっている。聞を重ね

るごとに、 KNCが担う事務局機能は徐々に縮小し、

2017年には一般社団法人祇園祭ごみゼロ大作戦に移転

している。初年度から行なっていた、のベ20∞人を超

えるボランテイアのコーデイネートは継続して担当し

ており、大学や企業、市民活動の分野別の各団体など

を通じた参加呼びかけや、ボランテイア・スタッフの

活動環境整備などを通じて、多くの人が参加できる機

会づくり行なっている。

KNCは、指定管理者として京都市市民活動総合セ

ンター37) (以下、総合センター)を述営している。こ

のセンターの業務において、市民の NPO・市民活動

への参加を促すことを目的にボランティア・コーデイ

ネートが日常的業務の一つに位置づけられている。大

作戦がNPO発の取組みであり、そこに広く社会から

の応援や参加を呼びかけることは、総合センターの本

来的役割とも言えることから、 2016年に大作戦のボラ

ンティア・コーデイネートをセンターの業務に位置づ

けて実施したい旨、総合センターを所管する文化市民

局地域自治推進室に提案したが、この時は不可となっ

た。その理由は、民間の一つの事業に対して行政から

重複して資金を投下することはできない、というもの

であった。しかし、 2017年に再度提案し、補助金交付

要項や総合センター運営に関する協定書の確認の結果、

総合センターの事業に位置付ける了承を得ることがで

きた。このことにより、 KNCにおいては、それまで

特定の職員への負荷が大きかった2000人のボランテイ

ア・コーデイネートを、職員全体で分担することがで

きるようになり、ボランティア・スタッフへの対応の

スムーズ化、オベレーションの向上を図ることにつな

がった。なお、一般社団法人の役員を構成する 1団体

でもある。

大作戦では、上記の実行委員会構成団体以外の団体

との協力・連携も事業全体に大きな影響力をもってお

り、次節ではそれらについても関係性を見ておくこと

にする。

( 2 )実行委員会以外の事業協力者の参加の背景と役割

{行政]

① 下京警察署

〈組織概要と参加の背妓〉

祇園祭においては、従来から山鉾町界隈を管内に持

つ下京警察署と中京警察署、そして府警本部が交通規

制や警備に当たっていた。 2017年は、下京警察署の

リードにより、従来以上の協力を得られることとなっ

た。担当したのは地域課で、日常的には交番を統括し、

祇園祭などでは雑踏瞥備などの任務を担当する部署で

ある。

警察の参加の背景には、京都府と2007年に始めた

「府民協働防犯ステーション」という、交番を中核と

して地域の様々な団体との連携により、地域の安全を

高めようとする活動がある。この取組みを背景に、

2016年秋頃、当時の下京署長が祇園祭での連携を検討

することを促したところから始まる。

下京野察署地域課長M氏は、早速に祇園祭関係者か

らのヒヤリングを行い、共通して認識されているごみ

の問題に着目した。 M氏は、警察がごみの問題に関わ
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る理由として、「割れ窓理論Jを用い、これまでの経
験からごみが放置されれば、治安の!lI!:化を招く可能性

があり、安全・安心の確保という観点から「警察もご

み問題の当事者である」と位置付ける。そして、ごみ

問題を警察の役割のひとつとして大作戦の活動をサ

ポートすることにした。 M氏は「大作戦が破綻すると、

ごみの問題は行政に降りかかることになる。しかし、

行政だけではとても対応できないJと言い、大作戦を
サポートすることの必要性を指摘する。

〈役割と変化〉

具体的な役割としては、ボランテイア・スタッフの

移動時の誘導やエコステーション設営時の安全確保が

行われた。山鉾町界限に交通規制がかかると、人の動

きも一方通行で制限される。この一方通行制限は、ボ

ランティア・スタッフの持ち場への移動やごみ辿搬と

いった場合の機動性を低減させる一つの要因になって

いた。また、歩行者が車道に溢れる中でのエコステー

ションの設置には、安全上の配慮が必要であり、大作

戦事務局としても謀題を感じていた部分である。ここ

に、警察からボランテイア・スタッフに対する安全誘

導、エコステーション設営時の安全確保に協力が得ら

れたことは、活動の安全性・効率性を高めることにつ

ながった。他にも、下京瞥察署は大作戦を PRするた

めの広報活動にも注力した。

M氏によれば、大作戦への参加をへて、交番で勤務

する警察官に地域と関わることへの理解の広がりが感

じられるという口府民協働防犯ステーションの取組み

としても、交番が率先して地域に呼びかけて防犯の取

組みを実施する動きにつながっているとのことである。

[NPO] 
①株式会社グリーンアップル

〈組織概要と参加の背対〉

株式会社グリーンアップル(以下、 GA)は、環境

配慮型、ソーシャル・イベントの企画運営を多数手が

け、イベントによる社会変革促進をサポートしているo

大作戦で設置するエコステーションは、その多くが車

両規制時間帯に車道に設置されるお)。雑踏の中、短時

間でテント設営を伴うエコステーションの設問やその

オペレーションは、ボランテイア・スタッフや実行委

員会の構成団体だけでは難しいことから、イベント運

営のノウハウをもっ GAに協力を求めている。 GAは、

大作戦の日常的な作業レベル会議にも出席し、人およ

び設備のオペレーションおよび事務局体制の構築に、

初年から大きく関与しているo なお、 GAについては、

法人格は株式会社であるが、社会課題解決を促進する

という方針をもつことから、本稿においては NPOセ
クターとして扱う。

② 公益財団法人京都地域創造基金

〈組織概要と参加の背景〉

公益財団法人京都地域創造基金(以下、基金)は、

地域の課題を地域の資金で解決することをめざして、

2008年に設立されたコミュニテイ財団であるo 公益法

人として受けた寄付を市民活動団体への助成金として

拠出する仕組みを持っており、寄付者が特定のプロ

ジェクトを指定して寄付を行うこともできる。寄付者

にとっては、公議財同法人への寄付となるため税制優

遇の対象となる。この仕組みを活用して大作戦への寄

付の受け皿を作った。基金を通じた寄付額は、大作戦

運営費用全体の3割程度を占める D

③ 公益財問法人山鉾連合会

〈組織概要と参加の背景〉

公益財団法人山鉾連合会(以下、連合会)は、紙閑

祭の山鉾を保存する34町からなる組織である。 34町聞

の述絡調整を行い、行政やメディアなど外部との交渉

の:窓口となる。

述合会および各山鉾町にとって、ごみは長年大きな

課題であった。ごみの排出元の一つである露庖は、述

合会や各町の管理や権限が及ぶものではなく、そこか

ら廃棄される大抵のごみの後始末は、本来は、連合会

の責任の範聞外にあるものなのである。しかし、祇園

祭および山鉾巡行は、各山鉾11汀にとっては守り続けて

きた地域の祭であり、神事である。露応や行政による

対応では行き刷かない部分を、各山鉾町が「町のプラ

イドにかけてj39l、露応等;が撤収後、夜を徹してごみ

を拾い、清掃するということが長年続けられてきたの

である。 2010年には宵山期間中の露脂数は1200庖にの

ぼり、ごみも大変な状況だ‘ったという。

述合会Y氏は、毎年大量に出されるごみを前に、

「我々は、『ごみを出さないで、捨てないでjと言い続

ける気力すら失っていた。しかし、自分たちの祭・神

事を継承していく上で、ごみも自分たちで片付けるし

かないとあきらめていた」といい、 2014年に最初に大

作戦の話・を聞いたときにも、大きな期待はしていな

かったという。しかし、大作戦によるごみの状況の変

化を目の当たりにし、連合会や各山鉾町も、徐々に大

作戦を理解していった。 2017年には、 I.IJ鉾町の一つか

ら、町内へのエコステーション設置依頼と場所提供の

申し出があった。これは、エコステーションの設積場

所確保に苦慮する大作戦にとっても良いことだ、った。

同じく2017年、述合会は独自の露庖調査も行なってい

る。露脂商組合に所属せず、臨時で販売を行う事業者

やグループなどが、個別に私有地に場所を借りて出す

露応について、場所や営業内容を含め総数を把握する

調査である白紙園祭のごみは、こうした私有地に出席

する館広や地元既存応の臨時販売などから出ているも

のが、 6割程度をしめることが調査により明らかに
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なっており側、これらへの対応が、さらなるごみ減量

への重要なポイントになることから、その実態を把握

するために行われた。

Y氏は「現在の状況が、ごみの始末に関する最終形

態だとは思っていないし、大作戦にいつまでも頼り続

けることが許されるとも，思っていなしリと言い、関係

者が揃ってこの取組みの最終形を考えることの必要性

を指摘している。

本節では、大作戦に中核的に関与してきた団体につ

いて個別にその概要と連携の背景をみてきた。次節で

は、組織別ではないが、大作戦において欠くことので

きないボランティア・スタッフと企業の関わりについ

て記述する。

( 3 )大作戦の参加者・支援者の状況

① ボランテイア・スタッフ

大作戦において、ボランティア・スタッフは重要な

ステークホルダーである。高校生から70歳代までの参

加があるが、 2000人を超えるボランテイア・スタッフ

の大半を大学生が占めている41)。参加形態はさまざま

だが、特磁的な参加をしている大谷大学と同志社大学

に対し、参加した学生たちの変化についてヒヤリング

を行った。

〈大谷大学〉

大谷大学は、大作戦への参加が授業の一環として位

置づけられており、 2015年から継続して参加している。

担当する文学部准教授のA氏によると、大学での学び

が座学中心から参加型へと変革を求められ、また同年

6月に、学内に地域連携の取組み促進のため「地域連

携室」が開設されるなど、学生たちが学外で活動する

機会づくりが必要となっていたことが参加の背最に

あったという。授業を中心に、地域連携室でも呼びか

けたところ、 100人を超える学生の参加者があった。

A氏によれば、祇園祭という広く知られたお祭で、ご

みを集めるという活動の「わかりやすさJは、参加の
ハードルを下げた要因の一つだという。

大作戦を経験した学生の中には、大学の学閥祭の実

行委員となり、リユース食器の導入を進めるなど、経

験を生かしながら実践を重ねている者がいたり、他の

イベントでも中心的に活動する学生が出てきたという。

他の教員からも、「参加した学生が主体的になってき

た」という発言がでるなどしているo ボランテイアに

参加した学生たちの変化から、学内において大作戦が

「いいもの」として認知され、翌年以降の継続参加や

協賛にも繋がっている。 2017年には、全学および系列

の短大も含めた募集が行われ、およそ160人が参加し

た。

〈同志社大学〉

同志社大学ボランティア支援室(以下、支援室)は、

大学生のボランティア活動を積極的に支援し、市民社

会の一員としての自覚を促すことを目的に2016年4月

に開設されている42)。学生たちの関心が高い分野の一

つに環境分野があったこと、つくる会のM氏との繋が

りがあったことなどから大作戦の情報を得て、支援室

として学生への呼びかけと募集を行なった。支援室S

氏によれば、学生たちの参加の動機は、「紙闇祭に行

きたいJrステップアップしたいJと様々だったとい
う。しかし、参加後の学生たちからは、「紙園祭のご

みの現状がわかったJrリユース食器の認知度を上げ
たいJなど、課題への関心が深まった様子が聞き取れ
るという。 s氏によれば、ボランティア活動を通じて、
自分たちが社会に役立つているという満足感を感じる

と同時に、当事者意識や問題意識の表れが、大作戦の

参加者には特徴的にみられるという。

② 企業・団体

企業・団体からは、金銭としての寄付・協賛だけで

なく、ボランティア・スタッフや事務局等の当日の活

動拠点として場所の提供を受けているケースもある。

場所等の提供も含めると、例年およそ30-40社・団体

からの協力がある43)。

大作戦に協賛および社員のボランティア参加を行っ

た企業の一つ、日新電機株式会社のK氏は、参加の理

由について「祇園祭という広く知られたお祭りで、ご

みを根本的になくすというコンセプトがわかりやす

かったJことをあげている。同社は、従来からクリー
ンキャンベーンへの協賛も行なっていたが、大作戦の

明確なコンセプトから新たな協賛についての社内での

理解もスムーズだったという。社員へのボランテイア

参加呼びかけの際も、祇園祭への参加という誘いかけ

はしやすく、参加した社員からも好意的な感想が出て

いるとのことで、今後はボランテイア参加者がその経

験を伝えながら参加者を促し、社員の社会貢献意識づ

くりにも役立てたいとする。一方、企業やボランテイ

アの参加の価値を高めるためにも、リユース食器の量

を増やし、その認知をさらに広めることが必要だと指

摘している。

金業からの寄付・協賛の理由は様々だが、共通して

聞かれるのは、祇園祭が京都を代表するお祭であり、

自分たちも何か役に立ちたいと，思っていること、ごみ

削減というビジョンに共感できること、である44)。

大作戦事務局によれば、現在の祇園祭という価値と

ビジョンへの共感を背景に、民聞からの支援拡大を図

る方向性のもと、 2017年から資金調達専門のスタッフ

を置いて活動している。そのなかで、山鉾町界隈で祭

当日に営業している地域既存府へも、寄付・協賛ある

いは阪売時のリユース食器の導入といった提案を行っ
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図7 萌芽期1および萌芽期2の期間におけるパートナーシップ

萌芽期 1 (2001年~2007年) I 萌芽矧2(2008年-2013年夏)
パートナーシップ組織内での事業構築期 |行政(ごみ減量推進諜)とNPOの二者間パートナーシップ期
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利!日促進
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トコトーン|
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.--------------------------------------------------. ，・
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筆者作成

ているが、現状ではまだ受け入れられていないという。

企業との述携拡大という観点からは、露府商と同様に、

応の本来的機能である販売を通じた協力を増やすこと

で、ごみ削減の効果を高めたいとしている。

V 祇園祭ごみゼ口大作戦におけるパートナー

シップの進化プロセスの分析

本章では、大作戦におけるパートナーシップの変化

を分析するにあたり、まず第4章で行なった時期限分

にもとづいて、各時期における連携団体の関係性の変

化に着目する。その後に、実践期における団体ごとの

役割について分析する。

1.連携団体の関係性の変化に関する分析

( 1 )萌芽期 1(2001年-2007年)

~パートナーシップ型組織での事業構築JUJ-
フォーラムの WGとして始まった、イベントごみ

の減量促進の取り組みが、活動を重ねて、 WGの提

案者であり活動の中心的存在であったエコトーンに

よって、リユース食器を活用したエコイベント運営の

仕組みとして事業化されていく時期である。 WGで

の活動は、独自に獲得する民間の助成金と同時に行政

の資金も活用しながら活動していた。リユース食器の

導入実験には、フォーラム事務局員だけでなく、

フォーラム担当の京都市職員の積極的な関与もあり、

行政によるインキュベートの要素もあった時期といえ

る。

リユース食器を活用したエコイベント支援事業「環

京都市

ごみ減量推進課

エコイベント認証

リユース食器の

レンタル 1~助成

リユース食器のPR、 . -

mのための述携‘|ェコトーン|
・京都市エコイベント E l 

要綱の制定
・エコイベント控録認

証制度・リユース食器

利用促進助成金制度の
実現

-京都市主催イベント

でのリユース食器導入
促進ど、リユース食器 | 食器貸出

持及のためのPR

m内幼稚園
市IR主催イベント
紙附祭山鉾巡行

町内会等での祭、イベント . . 
・-------------------------------------------------_.

境対策支援使」は、エコトーンの事業として、市区主

催のイベントで導入されるようになる。また、リユー

ス食器の無料貸出制度による導入実験によって町内会

などでも使用がはじまり、徐々にリユース食器が広が

り始める。

WGでは、全国の自治体のエコイベント実施に関

するガイドラインの策定状況を調査し、独自のガイド

ライン素案を構築する動きをしていた。ガイドライン

では、エコイベントは必ずしもごみに特化したもので

はなく、交通やエネルギーなどの温暖化防止の要素を

踏まえたものとしての構想をもっていた。しかし、

2007年度のフォーラムの事業再編のなかで、エコイベ

ント推進が温暖化対策として位置づけしづらくなり、

WGは解散する。こうした背凱・から、取組みのパー

トナーが地球温暖化対策室からごみ減量推進課へと変

わる。萌芽期 lおよび萌芽期2の期間における、団体

の関係性を図7に示す。

( 2 )萌芽期2 (2008年-20日年)

~行政と NPOの二者間パートナーシップ期~

WGで行っていたガイドライン策定の動きはエコ

トーンが継承し、新たなパートナーとなったごみ減量

推進課に対して提案が行われた。 NPOから行政への

政策提言から協議を重ねて、京都市は2010年に「京都

市エコイベント実施要綱」を策定し、「京都市認定エ

コイベント畳録制度jや「リユース食器利用促進助成

制度」を実現させる。イベントごみ減量にむけた環境

整備が、 NPOと行政の二者間のパートナーシップに

より実施された期間である。
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2011年からは、整えられた制度を活用して、京都

市・区主催の行事をはじめとして地域のイベントでも

リユース食器の導入拡大、普及と認知度向上が進めら

れた。そのーっとして、 2011年から2013年には、紙闘

祭でも京都市が「エコ屋台」として、リユース食器を

使用する屋台を出応し、認知度向上を図っている。

i拘芽期2は、リユース食器というツールとノウハウ

を持つ NPOと、それを普及するための制度を整える

行政の二者間のパートナーシップであった。各種のイ

ベント主催者や地域の団体はリユース食器を使う立場

として、この二者間パートナーシップによって生み出

されたサービスを利用する関係性であった。

( 3 )実践期 (2014:年--2017年)

~行政の複数部局と多様な民間による多者間

パートナーシップ期~

実践期は、協同組合理事長との出会いによって露脂

商組合へのアプローチが可能となり、祇園祭ごみゼロ

大作戦の実現へと動き出し、実行を重ねていく時期と

なる。この時期の団体聞の関係性は、大作戦を実施し

たことであらたな協力団体が現れるなど、短期間で関

係性が変わっていく。それぞれ、 2014年(図 8)、

20日年・ 2016年(図9)、2017年(図10)で示す。

2014年(図8)は、まず、廃棄物処理事業者である

協同組合が、ごみ問題の当事者として述携したことが

大きな変化である。そして、露庖商組合の連携は、萌

芽期まではサービスの利用者という立場であったリ

ユース食器の使い手が、事業推進のための中心的な主

体として連携したことに大きな意味がある。二つの組

合との連携により、 NPOと行政に企業を加えた、 3

セクター聞のパートナーシップへと変化する。二つの

組合いずれもが、それぞれの本来的機能を活用して謀

題解決の主体として連携した点が、大作戦実現の大き

な要因である。その連携実現の背景には、 2つの要素

がある。一つめは、既存の人間関係が効果的に機能し

ていることである。 協同組合の理事T氏が、理事長S

氏とエコトーンO氏を引き合わせ、 S氏が露庖商組合

とのつながりを作った。二つめは、組合それぞれが、

自身の社会的立場に危機感を持っていたことである。

協同組合は、ごみ減量化に向かう社会において回収事

業者としてのあり方や存続に、露庖商組合は、祇園祭

における出応可能数の減少と他地域での事故による影

響から自身の社会的位置付けを、それぞれ再考しよう

とする時期にあった。各迎携主体が抱える課題の解決

に、大作戦との連携が有効であるという判断がされた

ことが、パートナーシップの進化をもたらしている。

露庖商組合との連携により、ツール (NPO)とそ

の使い手(露庖商)、実施の背景や制度(行政)とい

う要素は揃ったが、運営に必要な現実的なパワーは不

足していた。この点は、エコトーン O氏による、

NPOとして自団体単独での実施は無理だという判断

と、環境分野に限らない市民社会全体での取組みにし

たいというビジョンのもと、中間支援組織である

フォーラムや KNCなどの複数の NPOに呼びかけ、

運営に必要な力が集められた。実行委員会は、 NPO、

行政、企業の3セクター・ 8組織によって構成された

が、実際の事業運営にあたっては、実行委員会メン

バー以外に、専門性を活かした連携で事業運営をサ

ポートする主体も存在し、述携の広がりがあった。

リーダーのビジョンと萌芽期時代を含む NPO聞の

ネットワークが存在していたことも、パートナーシッ

プ進化の背景としてある。

行政とは、担当課を含む8局12諜(室)と場所、媒

体、物品等の提供などで述携がある。祇閤祭が文化財

図8:実践期 (2014年)多者間によるパートナーシップ期 1
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図9:実銭期 (2015年・ 2016年)多者聞によるパートナーシップ期2

什事業運営の中核を担う団体}

I汁→ 紙欄附闘附祭ごfみ行rf竺ロ一大坤作
.い'美しい祇岡祭をつくる会 • . 

京都環境事業協同組合ji京のアジェンダ21フォーラム
五条露出商組合 jj KES環境機構

:京都地球温暖化防止府民会議

~~:::::::::::::::::::: :地域環境デザイン研究所ecotone

(京都市) 111京都市ごみ減故推進課::きょうと NPOセンター
文化財保護課

観光MICE推進室
まち美化推進課

地球温暖化対策室

市長公室広報担当

交通局
建設局 (2016年-)
.1....ド水道局

(2015年のみ)
あるくまち京都推進室

(2015年のみ)
職員有志ポランテ fア

~..---II-11----------­

活動拠点提供

寄付・協賛

社員のボランテイア参加

↑ 事務局機能をサポート
株式会社グリーンアップル

公益財団法人京都地域創造基金

公続財同法人

京都市ユースサービス協会

公益財団法人京都環境保全

事業協会 (2015年のみ)

「 科…ン汁テ
参加

大谷大学
同志社大学ボランテイア支援室

個人・団体

|活動拠点提供|

--園盟璽・---------
?持者作成

図10:実践期 (2017年)多者間によるパートナーシップ期3
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としても貴重であり、かつ京都を代表する祭として観

光面からも重要視されてきたものとして、もともと

あった関係性が反映されている側面もある(文化財保

護謀、観光MICE推進室)。しかし、取組みに必要な

資源を、行政の既存の仕組みのなかから抽出したり、

担当謀からの紹介や調整で、新たな関係性を構築して

いるケースもある。また、 NPOがそれまでの活動経
験にもとづいて、行政内のコミュニケーション回路を

理解した上で、適切な諜へ、行政が受入れ可能な形で

提案していくスキルを身につけていたことも、こうし

た複数部局との連携を可能にしているD

およそ2200人のボランティアによる活動、その結果

としてごみの量が前年比25%減となったことのインパ

クトは大きく、実行委員会を構成していた団体以外と

の相互理解が促進されたり、新たな連携が生まれたり

している。 2015年・ 2016年(図 9)では、述合会との

信頼関係が深まってきたことが変化の一つである。理

解拡大と信頼にもとづいて、 2017年(図10)には大作
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戦への協力要請があり、また、連合会が独自で私有地

に出庖する露庖の調査を行うなどの動きが出ている。

大作戦の調査により、露庖商以外の露庖から出るごみ

が全体の6割を占めることが明らかになっており、述

合会による調査は、ごみ削減にむけた地域からの新た

な動きと捉えることができる。

2017年(図10)では、実行委員会を解散して一般社

団法人化した。法人化は、大作戦を継続的に実施して

いくという意志の表明でもある。実行委員会という一

過性の組織形態から、責任の所在が明らかになり、社

会的な信頼を得ることにもつながる。広く社会からの

支援を受けることをめざす大作戦においては、パート

ナーシップを進化させるために必要な要素の一つであ

るD

法人化により露庖商組合や京都市は、法人としての

意思決定を行う部分からは外れたが、引き続き事業協

力関係にあり、事業運営上は中核的な存在である。ま

た、下京警察署のリードによって警察との関係性も強

化され、中核を担う団体の層の広がりがみられる。

大作戦として活動が見えやすくなったことで、新た

な連携がうまれる一方、引き続き述携があるものの、

役割が変わったり、関与度が小さくなる団体もあるな

ど、関係性の変化が見られる。

2.各セクターおよび団体の役割に関する分析

大作戦におけるパートナーシップを、主体ごとの役

割jでまとめる(表5)。

企業との連携には、二つのパターンがある。一つめ

は、商品販売の結果、ごみを排出することになる事業

者とごみを処理する当事者が、本来的に持っている機

能(販売、運搬・回収など)を活かした連携である。

二つめは、ボランティア参加や寄付・協賛により、プ

ロジェクトの遂行を支える形での連携である。

一つ目の述携の形は、実質的なごみ削減の鍵を握る

ものである。大作戦におけるパートナーシップ変化の

要因の一つでもあり、また露庖商以外のごみが全体の

6割をしめるという現状から、今後、露庖商以外でこ

の役割を担う主体を増やす形でパートナーシップを拡

大することが、祇閤祭のごみ削減という目的を実現さ

せる鍵を撮ると考えられる。

二つ目の連携は、大作戦あるいはごみの問題を、行

政施策として完結させることをゴールとしない大作戦

のビジョンに照らしても重要な連携である。この述携

の拡大が継続的な実施を可能とし、課題解決への道の

りを支える重要なものとなる。

行政の役割jのなかで、特徴的なのは、制度・規制に

よる権限の発揮である。大作戦では、京都市が「しま

っのこころ条例Jの制定を背景に、民間によりダン
ボール製のごみ箱を用いて行われていたクリーンキャ

ンペーンに対し、ダンボール製ごみ箱の撤廃と大作戦

への協賛交渉を後押ししている。また「リユースごみ

箱Jを作成し、大作戦だけでなく、京都市内の大小さ
まざまなイベントに無料で貸出しできる仕組みを整え

た。このことは、地域や団体がそれぞれでごみ減量に

取り組むための環境整備にもなっている。

2017年には、警察が従来の祇悶祭における警察の役

割jから一歩踏み込む形での大作戦への連携がみられた。

ここでも、交通規制や安全確保のための規制など、警

察ならではの権限行使に則った形で、大作戦と連携し

ている。自治体以外の行政機関との連携は、大作戦の

特徴の一つであるo

NPOは、複数の組織が連携してビジョンを提示す

るとともに、ネットワークを活かしながら、それぞれ

がもっスキルを提供している。また、 NPO、企業、

市民に対して連携や参加をよびかけ、市民として社会

課題にふれ、当事者性を高める機会をつくっている。

3.考察

萌芽期から実践期 (2017年)までにおけるパート

ナーシップの変化とその理由についてまとめる。

萌芽期 1は、 NPOの独自の活動もふまえながら、

行政によるインキユベートが行われて事業構築が行わ

れた期間である。しかし、事業が概ね構築されたこと

と、 NPOの活動内容が行政の担当課が重点を置く

テーマと一致しづらくなったことから、パートナーと

なる担当課が変更となり、萌芽期2への関係性へ変化

した。

萌芽期2では、 NPOが行政に対して政策提言を行

い、それを踏まえて行政が実現した制度を活用して、

エコイベントとリユース食器の普及がなされた。ここ

では、 NPOと行政の担当課の二者間のパートナー

シップとなった。

実践期では、ツール(リユース食器)と実施のため

の制度があったことに加えて、ツールの使い手の登場

がパートナーシップの進化をもたらしている。その背

景には、各主体が抱える謀題の解決に、大作戦への参

加が有効とみなされた状況を読み取ることができる D

NPOによるビジョンとネットワーク、行政の仲介

力と権限の行使が、多様な主体との連携をうみだし、

プロジェクトを実現している。さらにはプロジェクト

の実行により、連携機関の拡大や課題に対する関係者

の認識の広がりや深まり、解決にむけた新たな取組み

の発生がみられる。

以上から見るように、 NPOによる課題の認識から

解決にむかう過程のなかで、行政においては一つの部

署だけでなく複数の部局と、また複数の NPOや企業

など、多様な民間の主体との連携へとパートナーシッ

プが進化していることが明らかとなった。

大作戦におけるパートナーシップは、図 Iで示した

新川 (2002)によるパートナーシップの4類型では、



表5 各セクターおよび各団体の役割
。とOは、役割の強さを表す。

セ 連携の要素
ク i司体名 大作戦における主な役割・機能
タ ビジョン お金

ノウノ、ゥ ネット
サーピス 場所 人

広報・ 制度・
スキル ワーク 啓発 規制

京都環境事業協同組合 寄付・協賛による経済的支援、取組みの広報、保管場所の提供。 。 。 。 。 。

企
五条露!川崎組合

飲食を提供する露出でのリユース食器使用と来場者へのアナウン
。 。

業 ス。最終消費者との接点。

企業 社員のボランティア参加、寄付・協賛、場所、設備等の提供 。 。 。 。

京都市(ごみ減量推進課)
補助金交付、市役所内外の関係部署との連絡調整や交捗仲介、制

。 。 。 。
度による活動環境整備

fi 京都市(上記以外)
各部署の担当に応じて。資金、資源、媒体など、活動に必要な資

。 。 0*1 。
政

i原を提供。

警察
大作戦活動時の安全確保、活動広報

(下京野察署、中京警察署、
露応の出m許:.lIr、交通規制 。 。

府警本部)

NPO 法人
大作戦提案者。事業全体のコーデイネートを行う。リユース食器

地域環境デザイン研究所
およびその運営ノウハウの提供。

。 。 。 。

ecotone 

京のアジェンダ21フォーラ
フォーラム会員や参加団体を通じた賛同・協力を呼びかけ、活動

初期に一定の支援者層を創出。 。 。 。
ム

事業全体の運営体制構築

美しい紙岡祭をつくる会
活動実績により蓄積した拠点、ノウハウ、人民、ネットワークな

。 。 。
ど、実施に必要な各種資源提供。

N ボランティアの募集およびコーデイネートなど、大作戦への市民
P NPO 法人 の参加機会の創出と拡大。 。 。 。 。。きょうと NPOセンター

事業全体の迎営体制構築

株式会社
イベント述営ノウハウの提供。運営体制構築。 。 。

グリーンアップル

公益財同法人
寄付による支援者拡大。資金を提供。 。 。

京都地j或創造基金

公益財団法人山鉾連合会
山鉾各町への大作戦周知や協力依頼、各町および大作戦への情報

。 。
提供

大学 学生のボランティア参加、寄付 。 。 。

*1 職員のボランティア参加を指す ?医者作成
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( 3 )の段階に相当するものである。また、図3で示

した白石 (2017a)のパートナーシップの進化プロセ

スにおいては、第2段階の「プロジェクトベースの多

者間のパートナーシップJに相当する。いずれも、行
政を含む多様な市民や市民組織が「祇園祭のごみをゼ

ロにJというプロジェクトにおける目標を達成しよう
としている状態である。大作戦では、今後、地域既存

応等へのリユース食器導入の拡大やボランテイア参加

や寄付・協賛による支援拡大といった観点から、この

段階におけるパートナーシップのさらなる拡大と充実

が必要である。

羽 まとめと今後の展望

Iでは、社会課題解決のために NPO、行政、企業

がそれぞれ単独で取り組むことの限界の現れと多様な

主体による連携の必要性が説かれていることをあげた。

そして、民間主導で始まり、 NPO・行政・企業から

複数の主体が連携して取り組む「祇園祭ごみゼロ大作

戦Jを事例とする研究を行うこととした。
Eでは、パートナーシップが、一つには行政改革を

背景として広まり、条例や行政のガイドラインなどで

定義や原則の提示が行われてきたことを概観した。そ

れらの理念的協働論にある閉塞性や限界を指摘し、

ローカル・ガパナンスの形成を意識したパートナー

シップの考え方として、パートナーシップの進化とい

う概念をとりあげた。

皿においては、事例である「紙閤祭ごみゼロ大作

戦Jについて記述し、 Wでそのパートナーシップの形
成過程をプロジェクト開始前の期間を含めて明らかに

した。 Vでは、その過程を団体聞の関係性や役割jの変

化から分析した。 NPOによる課題の認識から、イベ

ントごみ減量に取り組むための事業がパートナーシッ

プ型組織においてインキュベートされたのち、 NPO

からの政策提言と行政における制度実現と普及という

こ者間のパートナーシップに進化し、行政の複数の部

局と複数の NPOと企業など、多様な民間によるパー

トナーシップへと進化していることを、分析により明

らかにした。

公的でありながら、行政も手をつけかねていた課題

に対して、民間 (NPO)がアクションを起こし、行

政との連携も持ちながら、民間(企業など)に支えら

れる形が成果につながることを、「祇園祭ごみゼロ大

作戦」を例にパートナーシップの進化プロセスの概念

を用いて明らかにした。

大作戦は現在進行系のプロジェクトである。ごみ減

量を実現し、「祇園祭のごみ」という課題を可視化し

たことは、一つの成果ではあるo しかし、「祇閤祭の

ごみをゼロに」という課題解決にむけては、まだ道半

ばである。 50万人を超える来場者およびごみの排出者

は、その処理を大作戦以前には山鉾町の住民たちに、

現在は大作戦に依存しているとも言えるのであるo大

作戦においては、今後の活動を通じて、こうした来場

者やごみの排出者が、課題の当事者として、そして課

題解決の主体として連携できる仕組みを工夫し、さら

にパートナーシップを進化させていくことが望まれる。

今後考えられるパートナーシップの形としては、お

よそ3つの形が想定されるだろう。

一つめは、祇園祭実施時のパートナーシップのあり

方として、地域既存庖や私有地に出庖する露15などに
もリユース食器を導入するなどして、図10で示した

「中核的な担い手」を増やすことであるo 地域既存庖

などから排出されるごみが全体の約6割を占めること

からも、その巻き込みなくして、祇閤祭のごみゼロ実

現は難しいのである。しかし、この形はまだ新川

(2002)による(3 )の形や、白石 (2017a)による

「プロジェクトベースの多者間のパートナーシップ」

の域を出ない。(4 )や課題ベースのパートナーシッ

プを展望するのが、以下の二つめ、三つめの形である。

二つめの形は、全国各地の類似の祭やイベントに同

様の取組みを広め、各地の活動団体との連携をっくり

だすことである。すでに大阪天神祭との述携が図られ

ており、それぞれの活動とそれによるインパクトを発

信して注目を集めることで、各地での取組みを促し、

ムープメントを形成することにつながる。

三つめの形は、大作戦のボランティア参加者が、日

常生活においてそれぞれの地域や職場などで、ごみ減

量の取組みを進めることである。 NPOと行政の連携

によって生み出されたサービス(リユース食器やリ

ユースごみ箱など)が使用され、「ごみを減らすJと
いう社会全体の課題解決のために、様々な規模で多発

的に取組みが行われることを意味する。その連携のな

かで、住民たちが話し合い、地域を自ら作ろうとする

動きが、住民自治へつながるのである。

NPOから始まった活動が、パートナーシップを形

成し、課題解決にいたる道筋は一つではない。課題の

性質によって、 NPO単体もしくは NPOの連携に

よって解決できるもの、行政施策化されることが解決

策になるもの、企業との述携が有効なものがある。本

稿は、そこに、 NPOが行政とも連携しながら、企業

などの民間の支援によって諜題を解決する道筋を提示

した。しかし本稿で扱ったパターンが、 NPOが主

導的に取り組む、他のどのような課題解決に有効であ

るのかを示すにはいたっていない。課題解決に有効な

連携のあり方は、その課題の性質によることはもちろ

ん、解決にいたる過程のどのフェーズにあるかによっ

ても異なる。どのような諜題の、どのようなフェーズ

において、いずれのパターンが有効であるかを検討す

ることは、今後の NPOが取り組む課題解決に実効性

を持たせる上で役立つものと考える口今後の課題とし
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たい。
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注

1) 内開府 NPOポータルサイトより2017年10H末現在の

数値。

https: / /www. NPO・homepage.go. jp/about/toukei-in-

fo/ninshou-seni 2017年12)'J11日確認

2) 紙|判祭ごみゼロ大作戦実行委員会 (2015)r紙l胡祭ご
みゼロ大作戦報告書2014J

3) これは筆者の NPOでの経験によるものである。

4) 金川光日'J(2008) r協働型ガパナンスと NPO-イギ
リスのパートナーシップ政策を事例としてj弛洋書房

8p 

5) http://www.jNPOc.ne.jp/?page_id=215 

6) 小島成光・平本健太 (2011)r戦略的協働の本質j有
斐悶 5p 

7) 紙闘祭は、 1966年から20日年までのlHJ、7)=114日-16

日の31:1聞が宵山朋聞とされ、 3日とも蕗脂が/1¥1おして

いた。しかし、 2014年には前祭(宵山j切開:7 )J 15-16 

日、 1I1鉾巡行17日)と後祭(宵山期IIIJ:7月21-23日、

山鉾巡行24日)を行う祇園祭本来の形に実施形態が戻さ

れた。これにより、露応が1.1¥防できるのは7H15日と16

日のみとなった。

8) 祇剛祭ごみゼロ大作戦実行委員会 (2015)r紙同祭ご
みゼロ大作戦2014実施報告骨jによる。

9) 2017年実績

10) 大作戦において、当日参加のボランティア・スタッフ

をコーデイネートするために、事前研修をうけたスタッ

フのこと。大学生を中心に、例年のべ100人程度が参加

している。

11) ボランティア参加者からの後日談およびヒヤリングに

よる。

12) 一般社団法人紙闘祭ごみゼロ大作戦 (2017)r紙闘祭
ごみゼロ大作戦2017活動報告書jの記述による。また、

他自治体からの京都市への!日JI，、合わせも増えていること

を京都市へのヒヤリングで確認している。

13) 20l61fに紙凶祭ごみゼロ大作戦実行委員会から、有限

会社ひのでやエコライフ研究所に依頼して実施した調査

結果に基づく。

14) 京のアジェンダ21フォーラム Webサイトより http: 

Ilma2lf.jp/02wgl (2017年12月19日確認、)

15) 京のアジェンダ21フォーラム Webサイトより http: 

Ilma2lf.jp/02wg/green-festl (2017年12月3[J確認)

16) フォーラムは、設立当初から現在に来るまで、京都市

環境政策局地球温暖化対策定からの事業委託がJ:な財源
となっている。

17) 環境対策支援使は、リユース食器の貸しu¥しとともに、

食器洗待機を搭載した車でイベント会場に出向き、現地

で食器洗浄して再び使用するオベレーションを展開する。

18) えこまつり WG活動報告 http://ma2lf.jp/02wg/

green-festl05/050928wg.html (2017年12;119日確認)

19) エコトーンO氏へのヒヤリングによる

20) iイベントのエコ化のための 5つのポイントJの全て
をクリアしてtl-J請すると京都市から認定される制度。
http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/OOOOO99476. 

html (2017年12月24EI確認)

21) 京都市内で開催される飲食を伴うイベントのうち、

100食以上を提供するイベントは申請手続きをへて、リ

ユース食器レンタル料の半分が京都市から助成される制

!立。 http://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/OOOOO

99830.html (2017年12月241:1確i認)

22) T氏へのヒヤリングによる。

23) T氏へのヒヤリングによる。

24) 谷直樹.l~:jt-正哉編著 (994) rまち紙闘祭すまいー都
ifJ祭礼の現在j忠文ISJHI版、 159p

25) 1I1鉾述合会へのヒヤリングより

26) 注4を参照のこと

27) 今回、五条露間商組合へのインタビューは実施するこ

とができなかったが、複数の関係者から、参加の背妖と

して同様の見方が示されている。

28) 全露応600山のうち、飲食を提供する露出はおよそ300

1.1iでそのうち、食器噂入は2121.1ioi祇岡祭ごみゼロ大作
戦2014報告持jによる。

29) エコトーンO氏によれば、初年度は時期的に行政の資

金を獲得することが難しかったという理11Iの一方、初年

度を民間の力で立ち上げ、民主導の取組みとして般的付

けることも重要な意味をもっていた。

30) 紙|量l祭ごみゼロ大作戦実行委員会決算書 2015年、

2016年による。

なお、実行委員会への補助金とは別に、京都市からは

紙|事|祭ごみゼロ大作戦の広報活動を行うため、プロポー

ザルで落札した民間事業者への事業委託およそ250万円

が支出されている。

31) 大作戦資料による。祇闘祭の宵山期間中、山鉾町界限

で営業するコンビニエンスストアの中には、ごみ箱を封

鎖している!万舗がある。一部の山舗では、自民のHが周

く範囲で臨時のごみ材iを設慨してお客さんからの依頼が

あればごみを受け取るなどしている庖舗もあるが、あま

りに多くのごみの持ち込みが予想されるとして、通常の

ごみ箱は封鎖される傾向があるO

32) なお、毎年2月に行われる「京都マラソンjにも多く

のボランティア・スタッフが活動し、職員も多数が携

わっているが、これは業務とのことである。

33) 条例の正式名称、は「京都市廃棄物の減最および適正処

理等に関する条例」である。「しまっのこころ条例Jは、
愛称として使用されている。

34) 紙困祭ごみゼロ大作戦実行安民会議事録より

35) 京都大学内の環境サークル。

36) 美しい紙I~II祭をつくる会ウェプサイトより平成25年度

のi活舌動輔報i2告;ペ一ジを雌認 h加lttゆp鴻拡s鉱-訂ν:/μ/b恥ea削1I此川t“iflllト-g創io∞n-f，たes凶t“i-
val.ルnd由o.cαωo】)m町ml (位2017:ム句午~1ロ2月 2剖l 日確認)

37) 2003年に開館した公設の市民活動支援センター。

38) 祇凶祭が行われる山鉾町界限は、日常的には京都のオ

フィス街・繁華街であり、日常の生活宅問でもある。前

祭の宵山!UJIIlJ rj1の2H 1日l、18時から23時の間は界限一帯

に交通規制がかかる。京都の"1心部を走る烏丸通と四条
通りも通行11:めとなり、一部fは訟行者天|五!となる。車道
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に出宿する露庖はこのタイミングで立ち上げと撤去が行

われ、エコステーションも同様である。

39) 連合会Y氏による

40) 注10に同じ

41) 大作戦資料による

42) 同志社大学ウェプサイト https://www.doshisha.ac.

jp/student_life/s_supportlvolunteer.html (2018年1月

4日確認)

43) これとは別に、民間主催のクリーンキャンペーンへの

協賛金の一部をスタッフTシャツへの協賛として、キャ

ンベーン事務局を通じて受け取っており、その企業が40

社ある。

44) 大作戦資料による
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